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【P3. 2016年度決算と 2017年度業績予想】 

 本日は最初に2016年度決算と、それから2017年度の業績予想についてご説明申し上げた後、現在進めております中期経
営計画の進捗状況につきましてお話をさせていただきます。 
 まずは 2016年度の決算の総括ですが、これにつきましては先般５月 11日に決算発表をさせていただいておりますので、本日
は簡単に触れさせていただきます。 

【P4. ʻ16年度決算の総括】 

 まず 2016 年度の決算ですが、対前年度では、売上は全般的に円高の影響、資材価格の低下等の影響もあり減収となりま
した。建設資材ではセメント内需の減少、セメント輸出環境の悪化、昨年度後半の石炭価格のアップという影響もあり、減益と
なっております。化学でも合成ゴムやナイロンなどは、原料価格が昨年度後半上がり、スプレッドが圧縮されました。また、2016 年
度は宇部のアンモニアプラントの定期修理の影響で減益でした。総じて主な事業が減益となり、対前年度は利益面では下回る
結果になりました。ただ、当期純利益は、対前年度で特別損益の部分で大きく改善したことで大幅な増益になりました。 
 一方、中期経営計画スタートした 2016 年度が計画に対してどうであったかということですが、化学、医薬事業、こちらの方が予
定を上回る利益を出しました。一方で建設資材、機械等は未達となり、事業によって明暗がありましたが、トータルとしては、利益
面ではほぼ計画どおりとなりました。 
昨年度実施しました主な施策は、ご覧のとおりです。 

https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/ir/ir_library/presentation/pdf/keiei_change_challenge_2017_17101017.pdf


【P5. ʼ17年度の業績予想（主要項目）】 

 
 続きまして 2017年度の業績予想について説明させていただきます。2017年度は増収増益を目指しております。個々の事業
につきましては後ほどお話いたしますが、原料、燃料価格がアップしておりますので、それを追い風に拡販、売上増を目指す事業と、
スプレッドの是正等を目指す事業が主な増益要因になっています。配当は、引き続き１株当たり６円を計画しております。 
 
 
【P6. ʼ17年度業績予想 セグメント別売上高・営業利益】 

 
 これが今年度業績予想の、セグメント別の売上高、営業利益です。まずは化学部門ですが前年度と比較して、増収、大幅な
増益を目指しております。増益の主な要因は、2016 年度にスプレッドが圧縮された合成ゴム、ナイロンのスプレッドが改善すること、
それからセパレータは、2017年度、2018年度と連続的に能力増強をしておりますが、今年度は５月からセパレータの能力増強
設備が立ち上がり、塗布膜のセパレータの出荷が増えてきます。電解液もさらに今年度も増えてきますので、電池材料は増収増
益を目指しております。あと機能材の方も利益好転を考えています。トータルとしては、大きな増益となる見込みです。 
 一方で化学の減益面としては、ラクタムのスプレッドが普通の状態に戻っていくと見ております。2016 年度の終わりごろに非常に
スプレッドは良くなりましたが、既に沈静化の方向ですので、それを織り込んでいます。それともう一つ、増益面としては、今年はアン
モニアプラントの定期修理がスキップする年で、コスト減に効いてくる年なのですが、エネルギー価格の上昇や、アンモニア原料のペ
トロコークス価格の上昇がコストアップ要因となっています。更に国内のアンモニア価格は低迷していることもあり、定修スキップのメリ
ットが例年ほどには出てこないというのが 2017年度の特徴です。 
 それから医薬事業は、創薬、受託医薬ともに、前年度に比べて売上げが減少することから、利益も減少すると見ています。 
 建設資材は、2017 年度のセメント内需は少し増えると見ていることなどから、多少の増収は見ていますが、昨年度後半から上
がってきた石炭価格の影響が今年度フルに効いてまいりますので、減益と見ております。 
 機械は、今年の１月に三菱重工の射出成形機事業を買収した効果が、2017 年度に通期で効いてまいります。さらに既存の
製品の受注増に伴う売上増もあり、大幅な増収と見ています。この増収もあり増益の計画ですが、主な増益要因は既存商品の
採算のアップや、いろいろな製品のコストダウンの成果が中心であり、三菱重工との射出成形機事業の統合成果が出てくるのはも
う少し時間がかかると見ております。 
 最後にエネルギー・環境です。石炭価格が上がってきた影響と、石炭の取扱量が増えることもあり増収となります。増収の影響
で石炭事業は増益となりますが、IPP 発電所が定期修理をする年であることと、石炭価格のアップがコスト増となり、電力事業は
減益となり、エネルギー・環境のトータルでは若干の減益の計画です。 
 セグメントごとの今年度業績予想を説明しましたが、トータルとしては、化学の増益が大きく牽引して増収増益という予想を立て



ております。以上が今年度の業績予想の説明です。 
 
 
【P7. 中期経営計画 Change & Challenge 2018 の進捗】 

 
 現在の中期経営計画の進捗について、簡単に説明させていただきます。 
 
 
【P8. 中長期的な経営方針】 

 
 まず中長期的な経営方針についてです。これは中長期的な我々の考え方ですので変えてはおりません。環境（E）・社会
（S）・ガバナンス（G）面の持続的成長に向けた我々の取り組みをお示ししておりますのでご覧ください。 
 
 
【P9. 中期経営計画 基本方針】 

 
 現在の中期経営計画の基本方針です。これも変えておりません。大きく２つございます。１つは「持続的成長を可能にする経
営基盤の強化」でして、利益を非常に強く意識してコストダウンに取り組みます。次にキャッシュフロー重視です。従来からキャッシュ
フローは重視していますが、よりきめ細かいキャッシュフロー管理をしていくことを意識してやってきております。更に最後にございますよ
うに化学部門の復活と、次の中計でのさらなる成長の土台づくりを目指しており、これが今中計の最大の課題という認識は変えて
いません。 
 もう１つは、「資源・エネルギー・地球環境問題への対応と貢献」です。やはり私ども製造業は大量にエネルギーを消費する中で、
温室効果ガスをどう減らしていくか、あるいは環境負荷低減に貢献する技術、製品をどう拡大していくかも、１つの大きな我々の
目標になっております。こちらにつきましては、お手元の資料の一番最後に参考資料として中長期的な私どもの目標とその進捗状



況をお示ししておりますのでご覧ください。 
 
 
【P10. 中期経営計画 数値計画（進捗）】 

 
 中期経営計画の、数値計画の進捗をお示しします。2016 年度の実績、2017 年度の予想、それから昨年度発表いたしまし
た中期経営計画最終年度の 2018 年度の最終目標数値を並べてお示ししております。2016 年度は全体としてはほぼ計画ど
おりの利益を出し、2017年度も営業利益増益になりますが、2017年度から 2018年度に移るときの増益幅は大きなものがあ
ります。これができるかどうかということになるわけですが、私どもとしては、この 2018 年度営業利益 500 億円の達成は結構厳し
いハードルだと計画段階から見ていましたが、ここに来てそのハードルが少し上がってきたという見方をしています。ただ、これからご説
明申し上げるように不可能ではないとも見ております。 
 
 
【P11. セグメント別売上高・営業利益（進捗）】 

 
 これは 2018年度の最終目標の売上高、営業利益の計画を並べたものです。まず化学セグメントは、2017年度業績予想で
営業利益 180億円を目指しております。2018年度は営業利益 200億が当初の計画で、2017年度から 2018年度に移る
ところで何が起きるかというと、まずプラス面としては、スペインでのナイロンの４万トン増産が来年度初めから始まり、これで増販し
ていきます。次にセパレータは現在建設中の能力増強設備が 2018 年度に稼働を始めますので、増収増益を目指しています。
それから合成ゴムは、現在マレーシア工場の稼動が立ち上がりつつありますが、2018年度は通年でフル生産に入りますので、これ
も効いてきます。ポリイミドや電解液も、採算重視で進めておりますので、利益貢献は十分あると見ております。 
 逆にマイナス要素として出てくるのは、2018 年度はアンモニアプラントを定期修理する年だということ。これらのプラスとマイナスを
考えたときに、2017年度から 2018年度へ移るときの増益幅を考えますと、2017年度の計画をきちんと達成すれば、2018年
度の目標は恐らく十分クリアできるし、プラスアルファという形の目標設定になっていくのだろうと考えております。 
 それから医薬です。並べてご覧になるとおわかりになりますが、2018 年度の原計画は極端に減益を予定しています。2018 年
度は、創薬の特許切れの影響が出てくると見込み、こういう計画としましたが、一方で 2016 年度には原体・中間体の生産の合
理化が予想以上に進展したことから、この効果で2018年度の利益が底上げできることから、減益傾向にあることは間違いないで
すが、ここまでの落ち込みはないと見ております。 
 それから建設資材ですが、ここは逆に 2018年度営業利益 200億円は非常に厳しいと見ております。2015年度にほぼ 200
億円の営業利益を出しましたが、その時はセメントの輸出環境が非常に良く、為替面でもプラスに効きましたし、石炭価格も比較



的低レベルで安定していて、いい条件が揃っていたということです。こちらの好条件が今はなくなっていますので、環境変化によるマ
イナス影響が出てくると見ております。この影響を加味すると、この目標値達成は非常に厳しいと見ております。 
 それから機械は、2018 年度計画を原計画のまま置いていますので売上高がいびつになっていますが、2017 年度並みの売上
高にはなってくると思っております。一方で2018年度になりますと、射出成形機事業の統合成果が出現してくるでしょうし、2017
年度、2018 年度は、産機部門で受注している大型の電力用の設備が進行基準で売り上がってきますので、この最終利益目
標は達成可能であり、プラスアルファも期待したいと見ております。 
 それからエネルギー・環境。こちらもやはり石炭価格アップが最初の前提条件と違っており、この最終目標値の営業利益 35 億
円は厳しいと見ています。つまり、石炭価格が前提条件より大きく上がっている建設資材、エネルギー・環境は、目標達成が非常
に厳しいという見方をしています。 
 化学、医薬、機械が当初の目標をプラスアルファでクリアし、建設資材、エネルギー・環境がいかにその目標値に近づけるか。トー
タルすると500億円の営業利益は不可能ではないだろうという見方をしておりまして、この2018年度の最終目標を達成できるよ
うな施策を打っていくのが、この 2017年度の私どもの事業活動の中身だという認識でおります。 
 
 
【P12. 事業ポートフォリオ】 

 
 これは、中期経営計画の事業ポートフォリオです。育成分野、積極拡大事業、基盤事業、再生・再構築事業という４つの区
分で、特に積極拡大事業に集中的に投資をすることで進める、この位置づけは変えておりません。進捗ですが、育成分野は当初
の計画より若干遅れており、事業化が少しずれつつあるのが懸念材料です。それから再生再構築事業であるポリイミド、電解液と
も、2016 年度は営業黒字に転換しました。引き続き、利益を増やすことと安定的に利益を出していくことの両面からこの事業を
やっていきたいと思っております。これらが見えてくれば、再生再構築事業の区分から脱却すると思っています。 
 
 
【P13. 志向する事業ドメイン】 

 
 これは先ほどお見せした事業ポートフォリオについて、それぞれの事業が、どこのドメインでやっていくのかという位置づけです。これに
つきましても、変更はしておりません。 
 
 
  



【P14. 事業ポートフォリオ別売上高・営業利益（進捗）】 

 
 これは、中期経営計画の経営数値の進捗状況を先ほどのポートフォリオの４つの区分づけで見たときに、どういう利益の出方に
なるかをお示ししたものです。営業利益は、2016 年度から 2017 年度のところで、積極拡大事業が大幅に増益となり、一方で
基盤事業が減益となる状況です。これは合成ゴム、ナイロン、セパレータなどが 2017 年度は増益になる一方、ラクタムやセメント
などの基盤事業の中核をなす事業は、2016年度より減益になることを示しています。2018年度にそれぞれの区分の事業がどう
いう割合で利益を出していけるかは、これから 2017年度を進めながら見ていくつもりですが、引き続き積極拡大事業のところが大
きく利益貢献することは間違いないと認識しております。それから再生・再構築事業も計画どおりの利益を出しておりますので、こ
れも 2018年度にはきちんとした結果が出ると見ております。 
 
 
【P15. 設備投資・投融資とキャッシュフロー計画（進捗）】 

 
 これは、設備投資・投融資とキャッシュフローの進捗を示したものです。３カ年で設備投資・投融資 1,500 億円を計画しており
ます。1,300億円が設備投資、200億円が投融資という区分でスタートしました。設備投資の進捗とは、年度で言いますと期ず
れが起きている状況です。2016年度、2017年度ほぼ予定どおりの投資をしています。その投資の時期ずれにより、フリー・キャッ
シュフローが上ぶれているというのが現在の状況です。 
 実は投融資面が遅れています。M&Aやアライアンスで実現したのは射出成形機事業だけです。投資に関しては引き続きM&A
等を検討してきます。  
 以上、中期経営計画の進捗状況をお話ししました。 
 
 
【P16. 化学カンパニー 事業戦略】 

 



 これから各事業別に、事業環境、やっている施策、やろうとしている施策について簡単にご説明申し上げます。 
 まず化学カンパニーですが、最初に基本方針でも申し上げましたように、何といってもこの中計中に復活するということと、次の成
長に向けての牽引役をはっきりさせる。これがこの中計の課題でもあり、この2017年度の課題でもあるわけです。そういう意味でま
ずは積極拡大事業に集中的に投資して、こちらの事業規模の拡大あるいは収益力をつけていくということ。それから基盤事業はそ
れを支えられるように、フリー・キャッシュフローをきちんと安定的に出せるような事業にしていく。もちろん再生・再構築事業について
は、再生・再構築事業から脱却するのがこの中計の大きな戦略です。 
 
 
【P17. 化学カンパニー 事業戦略】 

 
 そういう意味では、今中計の2018年度の最終目標「営業利益200億円以上」に向けて、2017年度営業利益180億円、
これをきちんと出すことが当面の課題になります。 
 対策としましてはここにお示しした内容ですが、最後に「製販技一体型組織へのシフト」と記載しております。これはこの４月に化
学カンパニー、研究開発本部、医薬事業部の組織変更を行い、研究開発本部の中で行っていた化学カンパニーや医薬事業の
製品開発に直結した研究の部分を、それぞれ化学カンパニー、医薬事業部に移しました。研究開発本部は新しい事業や、もっと
未来に向かっての研究開発に特化することにしました。一方で化学カンパニーは事業部制にして、つくるところ、売るところ、技術開
発を１つの事業部の中に集約し、迅速に収益力をつけるために組織を再編しました。 
 
 
【P18. 合成ゴム事業部】 

 
 では化学カンパニーですが、この４月から４事業部制に変えていますので、事業部ごとに簡単にご説明いたします。 
 まず合成ゴム事業部です。従来より戦略顧客との連携強化で差別化、特殊化という路線を進めておりました。この考え方、方
針は変えていません。これにより、それぞれの工場での合成ゴムの特殊化率を引上げていくことを進めています。ここの数字は今中
計の最終目標値で、計画どおり進んでいます。 
 また、もう一つは、供給安定性の強化をお客様から求められていますので、BCP 対策として、それぞれの工場から出てくるグレー
ドのマルチサプライ化についても進めています。先ほどちょっと触れましたが、マレーシアの工場が今年度後半あたりでフル生産に入っ
てまいりますので、現在の５万トンから７万 2千トンへの能力増強については早期に判断していく必要があると思っております。 
 いずれにしましても私どもの合成ゴムは、この図にございますように、お客様から相反する性能を１つの材料で実現するという要
求を常に突きつけられています。お客様ごとにその要求が違ってまいりますが、それらに対応して開発し、特殊化路線を進み続けて



まいります。 
 
 
【P19. ナイロン・ラクタム・工業薬品事業部】 

 
 次はナイロン・ラクタム・工業薬品事業部です。このうちのナイロンは積極拡大事業であり、押出用途はグローバルナンバーワンを
目指して投資を続けておりますし、射出用途もコンパウンドの拡大を図るべく、拠点の体制強化を進めております。コンパウンドは、
従来日本、タイで生産していましたが、世界各地で委託先を決めたことで、委託先とのタイアップによりグローバル供給体制がほぼ
整いましたので、2017年度からお客様に対してのサンプル出荷、あるいは評価を積極的に進めてまいります。既に 2016年度に
一部スタートしていますが、2017 年度でこれを形にしていき、次期中計、2019 年度からは営業出荷といいますか、営業的な面
での供給を開始したいという目標で進めています。 
 それからラクタム・工業薬品ですが、特にラクタムはナイロンの原料という位置づけにしており、これは変わっていません。この原料
価格、原料コストをいかに下げるかを現在進めております。ご覧のように日本、タイ、スペイン、それぞれにいろいろな設備を投資し
ております。特に日本では、アノンの製法転換や硫安の大粒化が現在建設中で、今年の終わりと来年の初めにそれぞれが稼働し
はじめますと、ラクタムの製造コストが下がり、2018年度には、損益に寄与すると考えています。 
 
 
【P20. ナイロン・ラクタム・工業薬品事業部】 

 
 先ほどの押出用途のナイロンですが、最初の全体説明のところで触れたように、スペインでのナイロン６の新工場を現在建設して
おり、来年２月から商業生産に入る予定です。この新工場はこの資料にございますようにスペインから南米、北米、東欧を中心と
したヨーロッパに拡販していく予定で、既に拡販に着手しています。 
 したがいましてラクタムの自家消費比率は、新工場が完成しますとほぼ 70％まで拡大します。引き続きタイでもラクタムの自家
消費比率引上げは検討していきます。この方針は変えておりません。最終的には 80％を超えるラクタムの自家消費比率を目指
してまいります。 
 
 
  



【P21. 電池材料・ファイン事業部 -セパレータ-】 

 
 電池材料・ファイン事業部です。セパレータは今年の５月に能力増強設備が稼働開始しました。これは塗布型セパレータ用の
原反生産の設備です。塗布型セパレータは 2017 年度に出荷が立ち上がってまいりますので、そこのグラフにありますように、大幅
に売上げが増えてまいります。また、2018年度早々には次の生産能力増強設備が稼動しますので、さらに塗布膜が増える計画
です。 
 ただ、一方で、中国を中心に価格競争が非常に厳しい状況は変わっておりません。私たちは、この塗布型セパレータを中心にビ
ジネスを展開していくという基本的な考え方を変えておりませんし、今回稼動した生産設備は新しいプロセスを取り入れ、大幅な
生産性向上を実現した設備となっていますので、競争力が十分出てくると期待しています。 
 また、リチウムイオンバッテリーの需要がこれだけ増えてくる一方で、材料供給メーカーもそれぞれ能力増強を行っており、非常に
競争が厳しい状況にあることは間違いございません。そういう中で開発力を強化して、品ぞろえの拡充も現在鋭意進めているとこ
ろです。いずれにしても、車載用セパレータに特化して安定的利益が確保できる体制を構築していきたいと思っております。 
 
 
【P22. 電池材料・ファイン事業部 -電解液-】 

 
 続きまして電解液です。電解液は、従来私ども民生用途主体でやってきましたが、昨年度に当社独自の添加剤、車載・蓄電
用途を開発し、このグレードを大量に出荷しました。2017 年度も引き続きこのグレード主体で出荷していく予定であり、民生用
途は維持しながら、車載・蓄電用途向けを拡大していく路線を、今後とも進めてまいります。中国の事業ですが、三菱ケミカルさん
との提携に向けた手続を中国で進めているところです。 
 
 
【P23. 電池材料・ファイン事業部 -高機能コーティング-】 

 



 高機能コーティングです。高機能コーティングのベースになります PCD は日本、タイ、スペインの三極での生産供給体制が整って、
順調に出荷を増やしております。このまま増えていくと、そろそろ次の能力増強を考えなければならない時期に差しかかっているとい
う状況です。それから PCDの川下商品の PUD、UA、TSU、これらはお客様への提案型開発が主体です。個々のお客様に合わ
せた商品を開発してお届けするというスタイルで進んでいますが、当初もくろんでいた進捗よりは多少遅れています。いずれにしまし
ても、着実に伸びていることには変わりありませんので、今後も更に伸張させていきます。 
 
 
【P24. ポリイミド・機能品事業部 -ポリイミド-】 

 
 ポリイミド・機能品事業部です。まずはポリイミドですが、前中計まではとにかく規模を拡大して量で稼ごうというスタイルで進めて
きて、様々な商品開発もやってきましたが、なかなか損益に結びつかない、あるいは規模拡大を追っても、なかなか思ったとおりの
規模拡大にならないことがありました。ですので本中計からは、現状のポリイミド事業の規模を維持しながら、その中で新商品と既
存商品を入れかえることで収益性を高めていく方針に切りかえております。 
 現在一番ホットな話題は、フレキシブルディスプレイ向けのワニスであり、これから中国で急速に立ち上がってくると見ております。
我々としましては従来持っている技術力、並びにサムスンとの JVを通じて培ってきた実績などを強みとしてこの市場をとっていきたい
と思っております。一方でフィルムでは、New VT や両面 COF などの新フィルムの拡販に注力しており、もう少しでこのポリイミド事
業はきちんとした、安定的な事業になっていくのだろうと思っております。 
 
 
【P25. ポリイミド・機能品事業部 -セラミックス・分離膜-】 

 
 セラミックス・分離膜です。これらは、2016 年度は少し売上げが落ち込みました。両方とも、現在の主力商品は消費財に直結
した商品ではなく、どちらかというと産業向け、B to B の商品ですので、売り上げには波があります。いずれにしても、新製品開発
等に注力しておりますので、徐々にではありますが売上げを増やし、かつ利益面でも貢献してくると見ております。 
 以上が化学の事業関係ですが、続いては化学の研究開発の状況についてお話しします。 
 
 
  



【P26. 化学研究開発 -育成事業＆新規事業-】 

 
 ここに示しますように３つの事業ドメインで、育成事業分野、新規事業分野について、それぞれテーマや事業を立ち上げようとし
て現在進めている最中です。2017年度に市場の価値を問うてみたいと思っているのが、一番下のポリイミド多孔膜を用いた新細
胞培養技術です。こちらは私ども全くマーケットがわからない状況ですので、私どもが研究開発した技術がどういう価値にあるのかを、
世に問うてみたいなと思っております。 
 
 
【P27. 医薬事業部 創薬】 

 
 医薬事業部です。医薬事業部は創薬と原薬・中間体製造販売がございます。創薬は、従来と方針を変えておりません。研究
開発のパイプラインを充実させて、ライフサイクルマネジメントをきちんとやっていきましょうということです。新製品の共同開発の進捗
状況ですが、ここにお示ししたDE-117とSK-1405、これはほぼ私どもの見立てどおりのペースで進捗しています。引き続き私ども
としましては、パートナーの製薬会社さんとの共同研究を積極的に展開していく予定です。 
 
 
【P28. 医薬事業部 原薬・中間体製造販売】 

 
 原薬・中間体の製造販売です。製薬業界は非常に目まぐるしく事業環境、ビジネス環境が変わってきております。そういう環境
変化の中にチャンスあり、あるいはニーズありと捉え、少量多品種に対応した製造体制を常に探求していますし、それに対応した
事業体制にしていきたいと考えております。そういう意味では、サプライチェーンの複層化・マルチ化を進めるために、選択肢を増や
していくことを現在進めており、2016年度は中国でのパートナー会社へ委託生産を開始し、成果が出てきています。 
 
 



【P29. 建設資材カンパニー 事業環境】 

 
 建設資材カンパニーです。事業環境は今までお話ししたとおり、セメントの国内需要が中計を設定した当初に設定した水準まで
達しないことが見えてきたということ、石炭価格が 2016年度後半から値上がりしてきて、これが下がりそうになく、このまま高値のま
ま落ち着きそうだということ。この２つの面でのマイナス要素が出てきたことが、中期経営計画スタートの頃と大きく変わってきた点と
いう認識ですので、こうした事業環境の変化にスピーディーに対応した施策を打っていくのが課題になってまいります。 
 
 
【P30. 建設資材カンパニー 中計進捗】 

 
 建設資材カンパニーの中計の進捗状況ですが、セメント生産については合理化が主体で、排熱発電設備や廃棄物利用の拡
大のための投資を続けてまいります。また、子会社の宇部マテリアルズでは水酸化マグネシウムなどをつくっていますが、そちらの工場
のリニューアルも４年間かけてやってきており、リニューアル後は合理化成果も出てきます。また、グループ会社の中でのシナジーを
最大化するということで、事業の再構築も進めております。2016年度は、当社の資源事業を宇部マテリアルズに統合しましたし、
2017年度は建材事業も再構築していきたいと考えております。 
 
 
【P31. 建設資材カンパニー 中計進捗】 

 
 これらの合理化策を進める一方で、一定の事業規模を維持するための施策もとっています。まずは事業エリアを広げるということ。
こちらは海外が対象になりますが、１つはセメント安定供給先の確立。それから宇部マテリアルズが日本で生産している自動車向
け樹脂フィラーの生産会社をタイに設立しました。実際の商業生産は次期中計の早い方で始まると思いますが、こういう形で生産
拠点を拡大してまいります。インドネシアでも、宇部興産海運が、インドネシアの内航海運業を行う合弁会社をスタートしておりま
す。 



 それからもう一つは、新しい領域を拡大していくことで、環境資材を拡大していきます。既に水マグスラリーなどを販売していますが、
水質改善、土壌改良、大気汚染の防止等に結びつく環境資材などを、品ぞろえを広げて事業を拡大していきたいということです。 
 
 
【P32. 機械カンパニー 成形機・産機・製鋼事業】 

 
 機械カンパニーです。機械カンパニーは成形機・産機・製鋼事業ともに 2016年度は採算面が悪化したところが反省点です。し
たがってコストダウンを行い、新しい機種を生み出し、まずは採算を引き上げるのが課題であり、対策です。これらを、それぞれの事
業でやっていきます。 
 
 
【P33. 機械カンパニー 射出成形機事業の拡大】 

 
 さらに、射出成形機事業の統合成果を出し、かつ拡大していくということを今後進めてまいります。現在当社と三菱重工の射出
成形機事業を足すと、大型機の世界シェアで７％ぐらいになります。それを統合しながら拡大して、10％まで持っていこうというの
が次の中計の宿題になってまいりますが、それに向けて順次売り上げを増やしていきます。 
 
 
【P34. 機械カンパニー 機械サービス事業】 

 
 機械カンパニーのサービス事業です。何といっても機械カンパニーの中で３分の２の利益を出しているのはこのサービス事業で、
これを増やしていくという方針は、従来どおりです。ただ、海外にいろいろ拠点をつくってまいりますと、複層するなど非効率になる面
もありますので、再編も進めていきます。サービス事業は一気に売り上げを増やすことは難しいので、地道に増やしていきます。利
益率は非常に高いので、こちらに注力していく方針は変わっておりません。 



【P35. エネルギー・環境事業部】 

 
 事業の最後としてエネルギー・環境事業部です。ここは競争力あるエネルギーの安定供給がポイントです。ここの事業部でグルー
プのインフラを支えている一方で、安定的な収益を出していますので、この体制をいかに継続するかが課題です。 
 もう一つ言いますと、石炭ビジネスというのは、これから長期に考えますと、環境問題で非常に厳しくなるのは、皆さんご理解され
ているところだと思います。私どもとしましても、エネルギーを供給する側として、バイオマス燃料事業を現在検討しておりまして、何と
かこれを形にしていきたいなと進めているところです。 
 
 
【P36. 株主還元(配当方針)】 

 
 最後になりますが、株主還元の方針です。安定的かつ持続的に配当をしていきたいというのがベースにございます。当然財務体
質や将来投資、資本政策などのバランスをとるわけですが、そういう中で私どもは連結の総還元性向、自社株式の取得等も選択
肢に含めて、総還元性向を原則として 30％以上という方針で株主の皆様に還元をしていきたいなと考えています。 
 
 以上で私からの説明を終わります。本日ご説明した今後の取り組みを進めまして、将来に向けた成長、そして企業価値の向上
を務めてまいりますので、今後とも引き続き皆様のご理解をよろしくお願い申し上げます。ありがとうございました。 
 

（終了） 


